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（１）管理組合運営を監視する体制の確保

区分所有者が外部居住であることから、管理組合役員を受ける者がおらず監事
を置くことができていない。そのため管理組合運営、会計を監視する体制が管理組
合内に存在しない。

（２）利益相反取引の疑義の解消

管理会社が管理者となっているため、発注者と受注者が同一となることが多々
発生する状況にある。

（３）管理費、修繕積立金消失のリスク

管理業務を委託している管理会社が管理者にも就任していることから、銀行
印と通帳を同一法人が管理している。この管理会社が、発注から出納までを
行っているが、管理組合に損害が発生した際に確実に保証される保険等がなく
資産が保全されていない状況である。

１．支援マンションの課題
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（１）外部専門家の活用による監査体制の構築

外部専門家であるマンション管理士を監事として活用することにより、管理組合の
業務監査及び会計監査を確実に行えるようにする。

＜管理規約の改正＞

現状の管理規約では、外部専門家を監事に選任することができないこととなっている
ため、外部専門家を監事に選任できるように規定を整備。

改正後 改正前

第35条（役員）
2 管理者および監事は、総会の決議によって、
選任し、又は解任する。

3 組合員以外の者から管理者又は監事を選任
する場合の選任方法については細則で定める。

第35条（役員）
2 理事3名（理事長、副理事長、会計担当理事
を含む。以下同じ。）及び監事1 名は、総会で
選任する。

（規定なし）

第36条（役員の任期）
4 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役
員が組合員でなくなった場合には、その役員は
その地位を失う。

第36条（役員の任期）
4 役員が組合員でなくなった場合には、その役
員はその地位を失う。

２．課題解決に向けた取り組み
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＜管理規約の改正＞
外部専門家の監事就任に伴い、監事の業務を強化・明確化。

２．課題解決に向けた取り組み
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改正後 改正前

第39条（監事）
監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状
況を監査し、その結果を総会に報告しなければ
ならない。
2 監事は、いつでも、管理者及び第38条第1項
第二号に規定する職員に対して業務の報告を
求め、又は業務及び財産の状況の調査をする
ことができる。
3 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の
状況について不正があると認めるときは、臨時
総会を招集することができる。

第41条（監事）
監事は、管理組合の業務の執行及び財産の
状況を監査し、その結果を総会に報告しなけれ
ばならない。

（規定なし）

（規定なし）



項目 確認内容 確認

1 収入
管理費、修繕積立金等は総会で承認された予算に基づき徴収が行われており、未達成の科

目は妥当な理由がある


2 支出

① 管理費等は総会で承認された予算に基づき支出が行われており、超過の科目は妥当な

理由がある


② 修繕積立金は総会で承認された予算に基づき支出が行われており、超過がない


3 運用 修繕積立金等は総会の承認に基づき運用されている 

4
貸借対照

表

① 会計期末における現預金の残高は貸借対照表の計上額と金融機関が発行する残高証

明書の額と一致している


② 会計期末における貸借対照表に他会計からの借り入れ若しくは立替がない 

5 帳票

管理に要する費用の支払は請求書等に基づき処理されており、領収書が発行された場合は

当該領収書が保管されている現金収入がある場合、当該領収書控などが保管されている 

6
預金口座

関係

① 銀行預金等の名義変更が適切に行われている 

② 保管口座又は収納・保管口座の印鑑（キャッシュカードその他これらに類するものを含

む）と通帳は別人が管理している


7 滞納
管理費等の滞納がある場合は、滞納者に督促等の請求が 行われている。滞納が長期となっ

た場合、所定の手続きにより回収を行っている


２．課題解決に向けた取り組み
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監事のみならず、監事以外の区分所有者にとっても監査状況・結果を把握しやす
いよう、監査主要項目チェックリストを作成し、管理組合業務の透明性を確保。

監査主要項目チェックリスト（会計監査項目）



２．課題解決に向けた取り組み
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項目 確認内容 確認

1 管理規約関係 最新の標準管理規約に準拠させて管理規約の見直しが行われている ☐

2 管理会社との管理

委託契約関係
① 適正化法第７７条で定められている管理事務報告を受けている 

② 適正化法第７２条で定められている重要事項説明を受けている 

3 総会関係 ① 総会の開催期日及び招集通知は管理規約に基づいた期間内に発信されている 

② 署名された総会の議事録が保管されている 

4 建物・設備等の維

持管理関係

総会で承認された事業計画に基づき共用施設等の維持管理が行われている(建物・設備などの点検、法定の

届出等)

① 定期床清掃（６月・１２月） 

② エレベーター設備点（５月・８月・１１月・２月）
指摘事項 なし

あり☐（ ）


③ 増圧給水ポンプ点検（１２月）
指摘事項 なし

あり☐ （ ）


④ 汚水槽清掃（１月・７月） 

⑤ 雑排水管清掃（６月） 

⑥ 消防用設備点検（７月・１月）
要是正の指摘事項 なし☐

あり 改修予定等（ 改修済み ）


⑦ 修繕工事は管理組合総会で承認された事業計画に基づき実施され、報告書等履歴が保管、管理され

ている


5 長期修繕計画 長期修繕計画が作成されており、計画期間は３０年以上で７年以内に見直しが行われ総会で承認されている


6 防災関係 居住者員名簿等が適切に作成・保管され１年毎程度に内容の確認がされている ☐

7 損害保険の付保 総会で承認された予算に基づき共用部分等に火災保険、 損害保険等が付保されている (満期に伴い更新さ
れている)



監査主要項目チェックリスト（業務監査項目）
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（２）利益相反取引の防止

利益相反取引の疑義の解消のため、管理規約に利益相反取引の防止に関する
規定を追加。

２．課題解決に向けた取り組み
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改正後 改正前

第37条の2（利益相反取引の防止）
管理者は、次に掲げる場合には、当該取引に

つき重要な事実を監事に開示し、その承諾を受
けなければならない。
一 管理者が自己又は第三者のために管理
組合と取引をしようとするとき。

二 管理組合が役員以外の者との間において
管理組合と当該役員との利益が相反する取
引をしようとするとき。

（規定なし）



（３）銀行印と通帳の分別管理

外部専門家の監事が銀行印を管理することで、同時保管を解消。
さらに、保管口座からの出金に関する運用規定を制定した。

２．課題解決に向けた取り組み
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保管口座からの出金に関する運用規程

第１条 （事業計画に基づく事業実施による出金）
管理者である管理会社は、以下の書面を監事に提出しなければならない。
① 事業を実施するための見積書
② 事業が完了したことを証する書面
③ 当期予算書を含む直近の月次収支報告書
④ 請求書
⑤ 保管口座の金融機関指定の払戻請求書

２ 監事は前項の書面により出金の妥当性について確認できた場合は、前項③、④及
び⑤の書面を日管連へ郵送（持参）する。



２．課題解決に向けた取り組み
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保管口座からの出金に関する運用規程（続き）

第２条 （事業計画にない緊急工事等の実施による出金）
管理者である管理会社は、以下の書面を事前に監事に提出しなければならない。
① 緊急に実施しなければならない工事等である事の根拠となる点検報告書等の
書面

② 事業を実施するための見積書
③ 当期予算書を含む直近の月次収支報告書

２ 管理者である管理会社は、前項の書面により監事による工事等の妥当性につい
て確認を得た場合は、工事等を実施し、工事等完了後に以下の書面を監事に提出し
なければならない。
① 事業が完了したことを証する書面
② 請求書
③ 保管口座の金融機関指定の払戻請求書

３ 監事は前項の書面により出金の妥当性について確認できた場合は、第１項③及び
前項②、③の書面を日管連へ郵送（持参）する。

第３条 （規程の改廃等）
本規程の改廃は、管理者である管理会社と監事の合意を経なければならない。

２ 本規程に定めのない事項が生じたときは、管理者である管理会社と監事で協議を
して決定するものとする。



（４）日管連管理組合損害補償金給付制度への加入

管理組合損害補償金給付制度への加入手続きを行い、外部専門家である役員
（監事）の責めに帰する万一の管理組合の損害に対する補償を確保し、管理費、修
繕積立金を保全する。

２．課題解決に向けた取り組み
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１．加入手順 
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Ａ．加入手順



２．課題解決に向けた取り組み
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手 続（書面） 送付（受領）日 

① 制度利用登録申請 2021/8/2 

② 同意書送付 2021/8/5 

③ 同意書（②の全書面）返送 2021/8/12 

④ 同意書（②の全書面）提出 2021/8/13 

⑤ 制度利用承認 2021/8/19 

⑥ 届出印変更用紙送付依頼 2021/8/20 

⑦ 届出印変更用紙受領 2021/9/8 

⑧ 届出印変更用紙日管連へ送付 2021/9/10 

⑨ 押印済届出印変更用紙 日管連より受領 2021/9/16 

⑩ 押印済届出印変更用紙 管理会社へ返送 2021/9/17 

⑪ 金融機関にて届出印変更 2021/9/28 

⑫ 届出印変更完了連絡（管理会社より） 2021/9/28 

⑬ 届出印変更完了連絡（日管連へ） 2021/9/28 

⑭ 補償証明書 日管連より受領 2021/9/21 

⑮ 補償証明書 管理会社へ送付 2021/9/28 

⑯ 補償証明書受領証 日管連へ送付 （全手続き完了） 2021/10/4 

 

６４日

Ｂ．管理組合損害補償金給付制度加入手続きに要する期間



２．課題解決に向けた取り組み

11

Ｃ．総会での説明

外部専門家を監事として選任する総会議案書の中で、管理組合損害補償金給
付制度も含め以下のような説明を行った。

この度、一般社団法人日本マンション管理士会連合会が運営する管理組合損
害補償金給付制度※1を利用してマンション管理の専門家であるマンション管理
士を監事に選任することで適正なマンション管理を行ってまいります。

※1 管理組合損害補償金給付制度

日本マンション管理士会連合会に登録するマンション管理士に監事等の役員
を委託する管理組合で、当該マンション管理士が管理組合口座印を管理する場
合、登録するマンション管理士が不正行為を行った結果、管理組合が金銭的損
害を被った場合に、連合会が３億円を上限にその損害を補償する制度で、補償
料はかかりません。



３．成果
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（１）外部専門家を監事として迎えることにより、監査体制を構築

（３）区分所有者ではなく、マンション管理士が監事になることのメリットの享受

①専門的知識や豊富な事例・経験を基に適切な業務監査が行われる。

②企業会計などとは異なる管理組合会計の特異性を十分理解しているため
適切かつ迅速に会計監査が行われる。

ア）貸借対照表など会計帳簿を見慣れていないと何処と何処を確認す
れば良いかが解らず確認しなければならない箇所が確認されずに
監査報告書が作成されてしまうリスクを回避できる。

イ）管理組合会計の発生主義についての理解がないと未払金などの貸借
対照表への計上の根拠や証憑書類の確認、管理会社への問い合わ
せなどに多くの時間を費やすことになるが、これを回避できる。

（２）支払い手続きのルール化を行うことにより、管理組合運営の公正性・透明
性を確保



４．参考資料
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〇〇〇〇〇管理組合第17期通常総会監査報告書

監 査 報 告 書

20○○年○月○○日
〇〇〇〇〇管理組合
管理者 〇〇〇〇〇株式会社
代表取締役 〇〇〇 〇〇 様

〇〇〇〇〇管理組合
監 事 マンション管理士 〇〇〇 〇〇 印

管理規約第41条に基づき、第17期管理組合の業務の執行及び財産の状況について監査業務を行いましたので、下
記の通りご報告致します。

記

次の収支報告書並びに貸借対照表及び管理組合の業務の執行について監査の結果、正確かつ妥当であることを認
めます。

１、第17期収支報告書 （20○○年○月○○日から20○○年○月○○日）

２、第17期末貸借対照表（20○○年○月○○日現在）

監査意見
2020年に改正されたマンション管理適正化法に基づく管理計画認定制度の運用が○○区で開始されることに備え、
災害時対応及び認定基準を満たすよう居住者名簿の作成及び第17期定期総会での管理規約の改正が承認されること
が望まれる。

以 上



４．参考資料
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外部専門家の就任の型 ①理事・監事外部専門家型又は理事長外部専門家型
②外部管理者
理事会監督型
（理事会あり）

③外部管理者
総会監督型

（理事会なし）

管理組合損害補償金給制度利用

項 目
理事長外部専門家型
（理事会あり）

管理者外部専門家型
（理事会なし）

理事・監事外部専家型
（理事会あり）

監事外部専門家型
（理事会なし）

マンション管理士管理者型
（理事会あり）

マンション管理士管理者型
（理事会なし）

マンション管理士監事型
（管理者＝管理会社）

印鑑の管理
理事長（外部専門家）

又は管理者
管理者（外部専門家） 理事長（組合員）

管理者（組合員）
又は管理会社

理事長又は副理事長

管理会社又は
外部管理者

日本マンション管理士会
連合会

日本マンション管理士会
連合会

日本マンション管理士会連合
会

通帳の管理
管理会社又は
会計担当理事

管理会社又は管理者
管理会社又は
会計担当理事

管理会社又は監事
管理会社又は
会計担当理事

管理会社又は
マンション管理士

管理会社又は
マンション管理士

管理会社

会計監査
監査法人や会計士等の専門家
に委託することも考えられる

監事又は監査法
人

や会計士等の専
門家に委託するこ

とも
考えられる

監事（外部専門家）

監査法人や会計
士等専門家に委
託することが考え

られる

監査法人や会計士
等専門家に委託す
ることが考えられる

日管連による会計検
証が行われる

日管連による会計検
証が行われる

マンション管理士が行う

業務監査
監査法人や弁護士等専門家に
委託することも考えられる

監査法人や弁護
士等別途専門家
に委託することが
考えられる

監査法人や弁護士
等別途専門家に委
託することが考えら

れる

監査法人や弁護士等
の専門家に委託する
ことが考えられる

監査法人や弁護士等
の専門家に委託する
ことが考えられる

マンション管理士が行う

外部専門家の過失に
よる損害

外部専門家へ請求

マンション管理士賠償責任保険で担保

外部専門家のの故意・
重過失等による損害

管理組合損害給付金制度で担保

委託費用 外部専門家費用と管理業務を委託している場合はその委託費 管理業務委託費
外部専門家費用と管理業務を
委託している場合はその委託費

外部専門家費用と
管理業務委託費

印鑑通帳の同時保管 同時保管なし
外部管理者が管理
会社の場合同は時

保管あり
同時保管なし

その他

監事（組合員）が
会計監査及び業
務監査を適切に行
うことが必要

区分所有者が会
計監査及び業務
監査を適切に行う
ことが必要

監事（組合員）又
は外部監事が会
計監査及び業務
監査を適切に行う
ことが必要

外部監事が会計
監査及び業務監
査を適切に行うこ
とが必要

監事（組合員）が
会計監査及び業
務監査を適切に行
うことが必要

区分所有者が会計
監査及び業務監査
を適切に行うことが
必要

監事（組合員）が務監
査を適切に行うことが
必要

区分所有者が業務監
査を適切に行うことが
必要

外部監事（マンション管
理士）が会計監査及び
業務監査を適切に行う
ことが必要

外部専門家の活用のパターンと外部管理者・監事外部専門家
（管理者＝管理会社・監事＝マンション管理士）効能比較表

※太枠が今回の事例



 
理事会の有無 

 

無
 

 

有
る 

外部管理者 

総会監督型 

 

（監査業務

を別途専門

家に委託す

ることも考

えられる） 

管理者 

の委託 有
る 

無
  

管
理
士
以
外 

シ
ョ 

 

管
理
士 

有
る 

無
  

監事マンショ

ン管理士総会

監督型 

 

（管理組合損害

給付金制度利用

が利用可） 

外部専門

家の属性 

管理者マンシ

ョン管理士総

会監督型 

 

（管理組合損害

給付金制度が利

用可） 

監事マンショ

ン管理士総会

監督型 

 

（管理者を組合

員から選任・管

理組合損害給付

金制度利用可） 

有
る 

無
  

外部専門家

役員理事会

監督型 

 

（理事長及び

監事は組合員

又は外部専門

家から選任） 

組合員から

役員を選任

して理事会

運営を行う 

管理者の

属性 

監事マンショ

ン管理士理事

会監督型 

 

（理事長及び理

事は組合員から

選任） 

外
部
専
門
家 

管
理
会
社 

専門家

の活用 

管理者の

属性 

管
理
会
社 

管
理
士 

管
理
士
以
外 

シ
ョ 

 

管理者マンシ

ョン管理士理

事会監督型 

 

（理事及び監事

は組合員から選

任） 

外部専門家

役員理事会

監督型 

 

（理事長は

組合員から

選任） 

外
部
専
門
家 

管理者 

の委託 

外部専門

家の属性 
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外部専門家の活用パターンと外部管理者・監事
外部専門家判定フローチャート

※太枠が今回の事例


